
附属明細書（承継勘定）
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計
額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

工 具 器 具 備 品 295¶579 ` ` 295¶579 266¶022 ` 29¶557

計 295¶579 ` ` 295¶579 266¶022 ` 29¶557

有形固定資産合計 工 具 器 具 備 品 295¶579 ` ` 295¶579 266¶022 ` 29¶557

計 295¶579 ` ` 295¶579 266¶022 ` 29¶557

×．不要財産に係る国庫納付等
EEEEEEEEEEEEEE
１．不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

資 産 の 種 類 帳 簿 価 額 等

現 金 及 び 預 金 194¶788¶692円

２．不要財産となった理由
出資先であるj創薬技術研究所が解散したことに伴い残余財産の分配が行われたため、独立行
政法人通則法第46条の２第１項の規定に基づき不要となったものであります。
３．国庫納付等の方法
現金納付

４．譲渡収入の額、国庫納付額及び減資額、国庫納付日

金 額 国 庫 納 付 日

減 資 額 194¶788¶692円 平成25年３月15日

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 356¶553¶950 356¶553¶950 0

] 投資有価証券
満期保有目的の債券 2¶457¶781¶154 2¶557¶515¶780 99¶734¶626

^ 長期貸付金 55¶650¶000 58¶000¶625 2¶350¶625

_ 長期性預金 500¶000¶000 533¶615¶375 33¶615¶375

` 長期借入金 (236¶800¶000) (243¶613¶492) (6¶813¶492)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

] 投資有価証券
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

^ 長期貸付金 _ 長期性預金 ` 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額をリスク・フリーに近い市場利子率を基礎とし
た利率で割り引いて算定する方法によっております。

Ù．重要な債務負担行為

G G G G G G G G G G G

該当事項はありません。
Ú．重要な後発事象

G G G G G G G G G

該当事項はありません。

Ó．貸借対照表関係

G G G G G G G G G

長期性預金は、期限前に解約できる権利を金融機関が保有する期限前解約特約付定期預金となっ
ております。なお、期限前解約特約付定期預金は、当研究所が期限前に解約する場合には清算金を
支払うこととなります。

Ô．損益計算書関係

G G G G G G G G G

融資事業費は、先端技術を活用した企業の研究開発活動を支援する融資事業のために要した費用
であり、謝金、旅費、事務庁費等で構成されております。

Õ．キャッシュ・フロー計算書関係

G G G G G G G G G G G G G G G G

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 356¶553¶950円

Ö．行政サービス実施コスト計算書関係

G G G G G G G G G G G G G G G G G G
国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は1¶343¶013円です。

５．国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額
譲渡収入より控除した費用の額はありません。

Ø．金融商品関係

G G G G G G G G

１．金融商品の状況に関する事項
資金運用にあたっては、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、国債・地方債・政府保
証債等を保有しており、当研究所設立時に承継した関係会社株式を除き、株式等は保有しており
ません。また、未収債権等の管理については、会計規程に基づき財政上最も当研究所の利益に適
合するよう管理しています。
借入金は、当研究所設立時に承継した産業投資特別会計借入金のみであります。
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